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デジタル田園都市国家インフラ整備計画の全体像
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令和４年３月２９日策定



デジタル田園都市国家インフラ整備計画 ロードマップ
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2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

総合的
な取組

（１）

光ファイ
バ整備

（２）
５Ｇ整備

（３）
DC/海底

ケーブル
等整備

（４）
Beyond5G
（６Ｇ）

世帯カバー率：99.85%

ニーズのあるほぼ全エリアに５G親局整備完了(基盤展開率：98％）

全国97％
各都道府県90％程度以上

人口カバー率：全国95％
全市区町村に５Ｇ基地局整備

2030年度

全国・各都道府県99％（※）

基地局数：28万局 30万局 60万局（※）
補助金（インフラシェアリングを推進）や税制による整備促進
携帯電話用周波数を現状の３倍に（3GHz幅 ⇒ 9GHz幅）※ 2.3GHz帯割当ては2022年度早期
5G中継用基地局等の制度整備検討 検討結果に基づく所要の措置
インフラシェアリングＧＬの改正
インフラシェアリングを可能とする技術開発

デジタル田園都市スーパーハイウェイ（３年程度で完成）
海底ケーブル陸揚局の地方分散（数カ所程度）
データセンターの地方分散（大規模DC最大５～７箇所程度（総務省・経産省））

公募開始 基金清算※プロジェクト実施

通信事業者、地方自治体、社会実装関係者等からなる「地域協議会」を開催し、地域のニーズを踏まえた光ファイバ・基地局整備を推進

ローカル５G開発実証

光ファイバ・携帯電話の
いずれも使えない集落の解消

※ 総務省のみ

技術基準整備
ローカル５Gの柔軟運用を可能とする制度整備検討 検討結果に基づく所要の措置

５Ｇ基盤の維持
全ての居住地で４Gが利用可能な状態を実現

非居住地域のエリア化及び鉄道・道路トンネルの電波遮へい対策について、補助金を活用しつつ整備促進

電波法及び電気通信事業法の改正案（第208回国会に提出済）

研究開発戦略を反映したBeyond 5G研究開発を強力に推進
研究開発
戦略策定

※ 更に、必要とする全地域の整備を目指す

光ファイバ網の維持99.90％（※）（2021年度末：99.7%）

補助金による整備支援、交付金制度による維持管理費の支援

ITU、3GPP等で技術性能要件の検討、各国から順次提案受付、国際標準策定
大阪・関西万博を起点として順次ネットワークへの実装

B5Gの
運用開始

運用開始



マイナンバーカードの申請・交付状況
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○ マイナンバーカードについては、累次の閣議決定において、「令和４年度末までに、ほぼ全国民に行き渡る
ことを目指す」との方針が示されているところ。

○ この方針の下、カードの利活用等を所管するデジタル庁、カードの発行・交付を所管する総務省など、関係
省庁が連携しつつ、政府全体でさらなる普及促進に取り組む。

令和４年
４月２０日実績

申請：5,799万枚（約45.8％）
交付：5,547万枚（約43.8％）

※（ ）内は令和３年１月１日時点の住基人口（126,654,244人）に対する割合

（H28～R1は年度当たりの平均値）

１か月当たりの
有効申請受付数
交付実施済数

マイナンバーカードの申請・交付状況マイナンバーカードの申請・交付状況マイナンバーカードの申請・交付状況
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マイナンバーカードの普及促進に向けた取組
１．市区町村における交付体制の強化

・交付円滑化計画の再改訂及びそれに基づく着実な体制の整備・強化（窓口や職員配置の増、
土日開庁の徹底等）

・市区町村の交付窓口・人員増などについて、マイナンバーカード交付事務費補助金により支援
（参考）加賀市では、独自財源も活用し、5,000円分の商品券を配布し、人口に対する交付枚数率は

14.2％(R2.6)→70.0％(R3.10)に上昇(同期間の全国平均は16.8％→38.4％)
⇒自治体による商品券の配布をマイナンバーカード交付事務費補助金の対象事務に追加

２．マイナンバーカードの申請促進に向けた取組
・マイナポイント第２弾のスケジュールも踏まえつつ、
 国が主体となって、全国500か所で、出張申請受付窓口を設置する申請促進キャンペーンの実施
 カード未取得者（約6,000万人）へのＱＲコード付き交付申請書の再度送付
 テレビCMやweb広告等各種媒体を用いた広報（広報素材は自治体でも有効活用）

・ワクチン接種会場や期日前投票所の会場周辺など、新型コロナウイルス
感染症の状況でも一定の人が集まる場所での申請受付の実施促進

・出生届の提出時に新生児のカード申請手続きを一体的に実施

３．マイナンバーカードの普及促進に向けた自治体への働きかけやフォローアップ
・全国知事会との意見交換を行い、総務大臣自ら働きかけを実施
・市区町村別交付率の公表データを月次更新
・総務省を挙げて各自治体と個別に連携

マイナンバーカードの普及促進に向けた取組マイナンバーカードの普及促進に向けた取組マイナンバーカードの普及促進に向けた取組
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